
	◆必要資料
１．企業価値発展大賞　応募用紙
２．会社案内（ホームページのコピーでも可）
３．過去３期分の財務諸表
①貸借対照表、②損益計算書、③販売費及び一般管理費明細書、④製造原価報告書（製造業、建設業など）

◆任意資料（説明に必要だと考える以下の資料）
１．商品・サービスなどのカタログ、パンフレット、写真、動画等
２．活動の裏付けとなるデータ等
３．メディア掲載記事のコピーないしは動画


	



Ⅱ．提出要領
⑴資料の形式　：　ＰＤＦ等によりデータ化する
⑵提出方法 　 ：　info@valueprize.jp　宛にメールで送信
⑶応募期限　  ：　２０２１年１２月１５日(水)

※応募用紙、財務諸表は審査のためにのみ使用し、公表はいたしません。
但し認定法人には公開いたしません。

※本選での認定法人によるノミネート法人に対する投票は、協会ホームページに公開される「ノミネート法人紹介」をもとに行われます。
この「ノミネート法人紹介」は、協会委託のジャーナリストが面談をもとに作成します。





	企業価値発展大賞　応募用紙

	記入日
	
	年
	
	月
	
	日


第１部　基本情報編

⑴法人概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企業価値認定の申請書を参考に記載してください）
	
	
	設立
	
	
	

	法人名
	
	（西暦）
	
	年
	
	月設立

	
	
	
	（創業　西暦
	
	年）

	代表者
	役職
	
	ふりがな
	
	生年月日
	
	
	
	
	

	
	
	
	氏名
	
	（西暦）
	
	年
	
	月
	
	日

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	資本金
	
	百万円
	従業員数
	
	人
	（うちパート・アルバイト）
	
	人

	所在地
	〒
	
	会社HP URL

	
	

	
	

	電話
	
	FAX
	

	
	
	
	

	業種
※該当する業種に「◯」複数可
	
	1.農業、林業
	
	2.漁業
	
	3.鉱業
	
	4.建設業
	
	5.製造業
	
	6.電気・ガス・熱供給・水道業
	
	7.情報通信業

	
	
	8.運輸業
	
	9.卸売業、小売業
	
	10.金融業、保険業
	
	11.不動産業、物品賃貸業
	
	12.学術研究、専門・技術サービス業

	
	
	13.宿泊業、飲食サービス業
	
	14.生活関連サービス業、娯楽業
	
	15.教育、学習支援業
	
	16.医療、福祉
	
	17.サービス業
	
	18.その他

	主要指標
（直近３期分）
単位：百万円
	決算期
	売上高
	売上総利益
	経常利益
	税引後当期利益
	総資産

	
	直前期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	直前２期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	直前３期
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


連絡担当者
	ふりがな
	
	ふりがな
	

	氏名
	
	部署・役職
	

	
	
	
	

	所在地
	〒
	
	※Ⅰ．法人概要と同じ場合は所在地・電話・FAX欄の記載不要

	

	

	電話
	会社：
	FAX
	

	
	携帯：
	
	

	E-Mail 
	

	
	



⑵経営理念・経営哲学・社是など（主文とその解説文を記入）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


⑶事業内容
①主要顧客
	



②主力の商品・サービス
	事業の名称、主力商品・サービスの名称
	内　容

	
	



③具体的な販売方法
	



④関係会社、グループ会社
	



⑤沿革
	年（西暦）
	出来事（創業、設立、代表者交代、資本金の変化、拠点展開、新規事業、関連会社設立、M&A、知財、表彰、売上高、従業員数、周年など）

	
	



⑷経営ビジョン、事業構想
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
















第２部　審査項目編


Ⅰ.自法人の特徴的価値の説明：企業価値協会ホームページ掲載の紹介文を貼り付けてください

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



Ⅱ.最近1年間に優れた成果を上げた特徴的価値について
【記載の要点】
審査対象となる　●既存の特徴的価値を磨き、発展させた
●新たな特徴的価値を創造、発展させた
ことの差異がわかるよう活動の前後を比較して記載してください
※活動はそれ以前から継続したことも対象となります
※文字数は自由、写真・イラスト・図表・グラフなど挿入可とします
⑴１年前の状態（活動開始がそれよりも前の場合は開始時点の状態）
※企業価値認定の申請書を参考に記載してください
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



⑵具体的な活動内容　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



⑶経営におけるこの活動の目的・背景・経緯
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



⑷活動によって得られた最近1年間の成果
　　　（経済価値に加えて社会価値、環境価値の観点からも記載してください）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



⑸この活動に対する経営者の志や情熱
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



⑹特に注力した点、苦労した点などのエピソード
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



【誓約書】
企業価値発展大賞の申請に際し下記誓約事項に同意いただける場合、法人名と署名欄にご記入下さい。
	（法人名）
	
	は、企業価値発展大賞の応募に当たり、

	下記の誓約事項を遵守することを誓約いたします。


＜誓約事項＞
（１）過去に重大な法令違反を犯し、行政処分等を受けた事実がないこと、及び、提出資料の記載内容が事実であり、
虚偽の記載がないことを誓約いたします。
（２）自社が関係する法律を遵守した運営をいたします。もし当該法律の違反が見られた場合、企業価値協会の判断で
受賞を取り消されても異議を申し立てません。
（3）次の①及び②について約束するとともに、①、②について虚偽の申告又は事実が判明した場合には、
認定を取り消されても異議を申しません。万が一、これにより損害が生じた場合は、一切を自己の責任と認め、
弁済の申し立て等を行わないことを約束いたします。
①自己または自社が、次の各号のいずれにも該当せず、将来にわたっても該当しないこと
１．暴力団
２．暴力団員
３．暴力団準構成員
４．暴力団関係企業
５．総会屋、右翼団体等の社会運動等標榜ゴロまたは、特殊知能暴力集団等
６．次のいずれかに該当する関係にあるもの
イ　前各号に掲げるものが事業又は自社の経営を支配していると認められること
ロ　前各号に掲げるものが事業又は自社の経営に関与していると認められること
ハ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められること
ニ　その他前各号に掲げる者と、経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき関係に
あると認められること
②自己または第三者を利用して、企業価値協会ならびに企業価値認定、企業価値発展大賞の名誉・信用を棄損する行為は行わないこと

	署　名
	（法人名）
	
	（代表者）
	
	



2

